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図１－１ 登録した権利の変動に関する年別推移

特許権の変動に関する統計表
種別 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

権利の移転（相続・合併以外） 4,244 4,503 6,506 7,069 7,689 8,985 9,270 8,386 10,847 11,174
専用実施権の設定 147 119 481 235 205 164 200 158 160 265
通常実施権の設定 168 202 145 191 273 169 204 227 305 249
質権の設定、移転 49 113 149 147 127 171 144 135 299 104
処分の制限 30 138 145 86 186 83 78 52 59 98

実用新案権の変動に関する統計表
種別 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

権利の移転（相続・合併以外） 1,044 1,252 1,335 1,170 1,129 1,082 688 1,184 385 299
専用実施権の設定 38 47 39 31 9 15 9 12 10 4
通常実施権の設定 42 65 39 35 26 4 24 18 7 2
質権の設定、移転 6 51 76 6 5 6 0 21 80 2
処分の制限 7 48 35 32 16 8 11 17 4 3
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【参考】特許権の権利移転（合併・相続以外）及び通常実施権の設定の推移

【出典：2007年版特許行政年次報告書】 2



図１－２ 業種別特許権所有数の割合 図１－３ 業種別他社への特許権の実施許諾数の割合
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【出典：平成18年 知的財産活動調査報告書】
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図２－１ 通常実施（使用）権の登録率

特許権 実用新案権 意匠権（参考） 商標権（参考）

通常実施権許諾件数 10,1018

1,315

1.30

1,210 7,990 54,395

現存登録件数 29 74 1,700

登録率（%） 2.40 0.93 3.13

【出典：実施許諾件数･･･平成18年度「知的財産活動調査報告書、現存登録件数･･･特許庁調べ（平成18年）】

図２－２ 特許権及び実用新案権について実施権登録をしない理由について（複数回答）

6.8

27.0

6.3

6.5

26.5

16.1

6.5

3.2

35.5

17.4

18.1

12.9

3.0

15.2

9.7

16.5

16.0

32.5

0 5 10 15 20 25 30 35 40

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

特許

実用新案

※「⑨その他」として、「ライセンシーからの要求がないため」、「実用新案権のライセンス事例はない」との回答もあった。 [%]

①通常実施権を登録することによる法的な効果について認
識していないため、登録を行うことは多くない

②ライセンス契約の存在を秘密にしておきたいので、登録を
行うことは多くない

③ライセンス契約の内容を秘密にしておきたいので登録を行
うことは多くない

④通常実施権の対象権利について登録番号で把握していな
いものについては、登録をすることができない

⑤ライセンサーが通常実施権の登録に協力しない場合は、
登録をすることができない

⑥通常実施権について登録をしなくても、実際上は権利行使
をされることがないので、登録を行うことは多くない

⑦手続を行うのが煩雑であるため、登録を行うことは多くない

⑧登録料が高額であるため、登録を行うことは多くない

⑨その他

n=237
n=155

【出典：平成18年度 知的財産の適切な活用のあり方に関する調査研究報告書／（財）知的財産研究所】 4



図２－３ ライセンシーの立場において、実施権登録によって一般に情報開示したくない項目について（複数回答）

28.0

32.1

18.1

14.7

32.3

32.8

20.2

24.7

70.5

23.3

31.8

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

[%]

①通常実施権の設定それ自体
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n=421

（項目中の「※」は、現行法上の登録事項）

【出典：平成18年度 知的財産の適切な活用のあり方に関する調査研究報告書／（財）知的財産研究所】
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図３－１ 特許権又は実用新案権を第三者から取得又は取得を検討した際の理由について（複数回答）
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※「⑦その他」として、「事業譲渡・営業譲渡に伴う」という回答が最も多かった（18社）。ほか、「保有特許の充実を図るため」との回答もあった（5社）。

n=352

[%]

①特許権又は実用新案権の独占的な実施を行うため

②権利者から損害賠償・差止請求されることなく実施を行
うため(独占的実施か否かは問わない）

③第三者へのライセンスにより実施料収入を得るため

④(親子会社間などで)知的財産権を一括して管理するた
め

⑤特許権又は実用新案権を利用している第三者に対して
損害賠償・差止請求を行うため

⑥特許権又は実用新案権の質権の実行として

⑦その他

図３－２ 第三者から特許権等を取得する際に行う事前調査について
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【出典：平成18年度 知的財産の適切な活用のあり方に関する調査研究報告書／（財）知的財産研究所】

①登録原簿の確認など公開情報の調査

②権利譲渡人へのヒアリング、契約書の法的監査などいわ
ゆるデューデリジェンス

③公開情報などから判明したライセンシーへのヒアリング

④その他



図４－１ 知的財産のライセンス契約に係る契約の対象（複数回答）
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【出典：平成17年度 知的財産の流通・流動化に係る制度的諸問題の調査研究報告書／（財）知的財産研究所】
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③特許権の流通を促進することが期待できる

④第三者に主張できる実施権の範囲が不明確になるお
それがある

⑤通常実施権の有無が不明確になり特許権の流通を阻
害するおそれがある

⑥知的財産権を譲り受けようとする場合に、通常実施権
の存在についての調査負担が増大するおそれがある

⑦登録の手続が簡易にならなければ利用できない

⑧登録費用が安くならなければ利用できない

⑨その他

図４－２ 出願中の権利の仮登録を認める制度（複数回答）

[%]

n=480

※「⑨その他」として、「メリットが少ない」、「必要性を感じない」、「補正により内容が変動する問題があるため、権利化後に本登録するか選択できれば良い」、「社名
が公表されるのは問題である」、「業務管理コストがかかる」との回答があった。

図５－１ サブライセンスの登録制度（複数回答）
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それがある

⑤通常実施権の有無が不明確になり特許権の流通を阻
害するおそれがある

⑥知的財産権を譲り受けようとする場合に、通常実施権
の存在についての調査負担が増大するおそれがある

⑦登録の手続が簡易にならなければ利用できない

⑧登録費用が安くならなければ利用できない

⑨その他

n=415

※「⑨その他」として、「必要性を感じない」、「情報が公になると問題がある」との回答があった。

[%]
【出典：平成18年度 知的財産の適切な活用のあり方に関する調査研究報告書／（財）知的財産研究所】 8



図６－１ ライセンサーの立場において、通常実施権の登録に協力するか（しているか）

①協力する
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55.7%

②協力しない
（していない）
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n=564

図６－２ 協力しない（していない）理由（複数回答）
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①手続が煩雑・時間がかかる

②ライセンス契約の内容が広く一般に開示されることを避け
たい

③ライセンシーからの依頼がない

④業界ルールで決まっている

⑤その他

※「⑤その他」として、「登録する習慣がない」との回答もあった。

【出典：平成18年度 知的財産の適切な活用のあり方に関する調査研究報告書／（財）知的財産研究所】 9



図６－３ ライセンサーの立場において、通常実施権の登録に協力義務を課した場合の不都合の有無
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※「④その他」として、「ライセンス契約は当事者の事情によるため、法的な義務化を行うべきではない」との回答もあった。

図６－４ 不都合な理由（複数回答）

①手続が煩雑・時間がかかる

②ライセンサーにとって実益がない

③ライセンス契約の内容が広く一般に開示されることは避け
たい

④その他

n=310

[%]

【出典：平成18年度 知的財産の適切な活用のあり方に関する調査研究報告書／（財）知的財産研究所】 10
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図６－５ ライセンサーの同意なく単独で登録できる制度（複数回答）
n=448

①登録制度が利用しやすくなることが期待できる

②ライセンス契約を促進することが期待できる

③特許権の流通を促進することが期待できる

④第三者に主張できる実施権の範囲が不明確になるお
それがある

⑤通常実施権の有無が不明確になり特許権の流通を阻
害するおそれがある

⑥知的財産権を譲り受けようとする場合に、通常実施権
の存在についての調査負担が増大するおそれがある

⑦登録の手続が簡易にならなければ利用できない

⑧登録費用が安くならなければ利用できない

⑨その他

[%]

【出典：平成18年度 知的財産の適切な活用のあり方に関する調査研究報告書／（財）知的財産研究所】
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図７－１ ライセンス契約で設定された実施権の種類（複数回答）
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n=957

【出典：平成17年度 知的財産の流通・流動化に係る制度的諸問題の調査研究報告書／（財）知的財産研究所】
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